南砺市告示第１２８号
南砺市介護予防・日常生活支援総合事業補助金交付要綱を次のように定める。
平成２８年４月１日
南砺市長　田　中　幹　夫
南砺市介護予防・日常生活支援総合事業補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、南砺市補助金等交付規則（平成１６年南砺市規則第３６号）第２０条及び南砺市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱（平成２８年南砺市告示第１２７号。以下「実施要綱」という。）第５条第２項の規定に基づき、南砺市介護予防・日常生活支援総合事業補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この要綱において使用する用語の意義は、実施要綱で使用する用語の例による。
（補助金の交付申請）
第３条　補助金の交付を受けようとする団体（以下「申請団体」という。）は、介護予防・日常生活支援総合事業（サービスＢ）実施申請書（様式第１号）に必要書類を添えて、市長に提出しなければならない。
２　前項の申請書の提出は、毎年度行うものとする。
（実施団体の決定及び通知）
第４条　市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、介護予防・日常生活支援総合事業（サービスＢ）実施団体決定通知書（様式第２号）により申請団体に通知するものとする。
２　市長は、補助金の交付の目的を達成するために必要と認めるときは、条件を付することができる。
（変更等届）
第５条　前条第１項の規定による決定通知を受けた申請団体（以下「実施団体」という。）は、申請内容を変更又は市総合事業を中止若しくは廃止若しくは再開（以下「変更等」という。）しようとするときは、あらかじめ介護予防・日常生活支援総合事業（サービスＢ）変更（廃止・休止・再開）届出書（様式第３号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。
２　市長は、前項の規定により変更等を承認したときは、実施団体に対し文書で通知するものとする。
　（実施団体の決定の取消し等）
第６条　市長は、前条第２項の規定により変更等を承認したとき、又は申請等と相違の事実を確認したときは、実施団体の決定を取り消し、又は変更することができる。
　（書類等の保管）
第７条　実施団体は、通所介護業務日誌又は訪問介護記録及び経理関係の書類について、年度ごとに整理し、当該年度終了後５年間保管しておくものとする。
　（補助金の請求）
第８条　補助金の請求は、当月分を翌月５日までに行うものとし、サービスＢ事業補助金請求書（様式第４号）による。
（その他）
第９条　この要綱及び実施要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
　この告示は、公表の日から施行する。
